
太平洋クロマグロに関する

WCPFC「北小委員会」への

我が国提案について
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①暫定回復目標
「親魚資源量を2024年までに、少なくとも60％の確率
で歴史的中間値まで回復させる」

②次期回復目標（親魚資源量を歴史的中間値まで回
復させた後の目標）
「暫定回復目標達成後10年以内に60％以上の確率で
初期資源量の20％（約13万トン）まで回復させること」

③長期管理方策
Ａ．漁獲制御ルール
「暫定回復目標」の達成確率が
（ア）60％を下回った場合、60％に戻るよう管理措置

を自動的に強化。
（イ）75％を上回った場合、（i）「暫定回復目標」の

70％以上を維持し、かつ、（ii）「次期回復目標」の
60％以上を維持する範囲で、増枠が検討可能。

Ｂ．管理基準値
「目標管理基準値（長期的に維持すべき資源の水

準)」や「限界管理基準値（資源量がこれ以下となった
場合、管理措置を強化する水準）」は、2018年から議
論を開始。

（１） 中西部太平洋：ＷＣＰＦＣ
① 30キロ未満の小型魚の漁獲量を2002-
04年平均水準から半減。
（日本：8,015トン→4,007トン）

② 30キロ以上の大型魚の漁獲量を2002-
04年平均水準から増加させない。（日本：
4,882トン）

※以下は2020年末に失効する特例措置
③ 漁獲上限の未利用分は、上限の17％ま
で翌年に繰越し可能（通常は５％）。

④ 台湾からの通報により、大型魚の漁獲
上限を台湾から我が国へ300トン移譲する
ことが可能。

⑤ 小型魚漁獲枠を大型魚に振替可能。

（２） 東部太平洋：ＩＡＴＴＣ
① 商業漁業については、2019年及び2020
年の漁獲上限は２年間の合計が6,200トン
を超えないものとし、2019年は3,500トンを
超えないものとする。

② 2017年及び2018年の漁獲上限の未利
用分は2019年及び2020年の漁獲上限に
繰越し可能（漁獲上限の５％まで）

資源管理措置 WCPFCにおける漁獲戦略（IATTCも同様）

国際委員会における決定事項
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（*）初期資源量：資源評価上の仮定を用いて、漁業が無い場合に資源が理論上どこまで増えるかを推定した数字。
かつてそれだけの資源があったということを意味するものではない。

太平洋クロマグロの親魚資源量の回復予測
～現行措置を継続した場合～

暫定回復目標達成まで低加入、達成後は平均加入と仮定

2018年の親魚資源量を基にした
初期資源量（*）の20％（約13万トン）

歴史的中間値
（約４万トン）

（万トン）

約２万８千トン
（2018年）

2024年

2034年

次期回復目標

暫定回復目標

新たな資源評価結果（将来予測）

資料：ISCクロマグロ資源評価レポート（2020年）
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歴史的平均値
（約1,300万尾）

低加入（約840万尾）

（万尾）

新たな資源評価結果（０歳魚の加入（発生）状況）

資料：ISCクロマグロ資源評価レポート（2020年）
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全ての「増枠」シナリオが、ＷＣＰＦＣのルール（暫定回復目標の達成確率が70％
以上 等）を満たすため、「増枠」の検討が可能。

昨年の「増枠」提案（昨年のISCによる将来予測結果）

資料：ISC作業部会文書（2019年）に基づき水産庁で作成

中西部太平洋
東部太平洋

暫定回復目標
の達成確率

次期回復目標
の達成確率

小型魚 大型魚

0 増加なし 増加なし 99％ 96％

1 増加なし ＋ 600トン ＋400トン 95％ 95％

2 ＋５％ ＋1,300トン ＋700トン 88％ 91％

3 ＋10％ ＋1,300トン ＋700トン 81％ 88％

4 ＋５％ ＋1,000トン ＋500トン 89％ 92％

5 増加なし ＋1,650トン ＋660トン 92％ 94％

6 ともに＋５％ ＋５％ 93％ 94％

7 ともに＋10％ ＋10％ 86％ 90％

8 ともに＋15％ ＋15％ 76％ 85％
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全ての「増枠」シナリオが、ＷＣＰＦＣのルール（暫定回復目標の達成確率が70％
以上 等）を満たすため、「増枠」の検討が可能。

中西部太平洋
東部太平洋

暫定回復目標
の達成確率

次期回復目標
の達成確率小型魚 大型魚

1 ともに＋５％ ＋５％ 100％ 98％

2 ともに＋10％ ＋10％ 100％ 96％

3 ともに＋15％ ＋15％ 99％ 94％

4 ともに＋20％
（日本：小型＋801トン、大型魚＋976トン）

＋20％ 99％ 91％

5 増加なし ＋500トン ＋500トン 100％ 98％

6 増加なし ＋600トン ＋400トン 100％ 98％

7 増加なし ＋1,650トン ＋660トン 99％ 97％

8 ＋125トン ＋375トン ＋550トン 100％ 98％

9 ＋250トン ＋250トン ＋500トン 100％ 97％

10 ＋５％ ＋1,000トン ＋500トン 100％ 97％

11 ＋５％ ＋1,300トン ＋700トン 99％ 96％

12 ＋10％ ＋1,300トン ＋700トン 99％ 95％

資料：ISCクロマグロ資源評価レポート（2020年）に基づき水産庁で作成 6

今回の「増枠」提案（今年のISCによる将来予測結果）



今後の予定

ＷＣＰＦＣ「北小委員会」（ウェブ会議）

※10月６日～７日に、太平洋クロマグロに関する

ＩＡＴＴＣとの「合同作業部会」を開催（ウェブ会議）

12月上旬 ＷＣＰＦＣ「年次会合」（ウェブ会議）

北小委員会の合意事項の承認について議論

10月８日

※本年のWCPFC関連会合は、議題を絞った上で、全てウェブ会議で開催さ
れることが決定。島しょ国はウェブ会議における実質的議論を拒否。
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（参考）太平洋クロマグロの国別漁獲状況

※韓国及び台湾の2002年～2012年のデータは、ISCへの提出データ。韓国及び台湾の2001年以前のデータ、並びに～2012年の日本、メキシコ、米国及びその他については、国際水
産資源研究所による推定値。2013年以降の日本、韓国、及び台湾のデータは、WCPFCへの提出データ、米国、メキシコ及びその他のデータはISC報告データ。

※データの取得元が異なること、また推定値等を含むため、合計や総計の値は、他の集計と異なる場合があります。

トン

年 ⽇本 韓国 台湾 メキシコ ⽶国 その他 合計 総計⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂ ⼩型⿂ ⼤型⿂
1994 6,165 9,021 50 559 51 14 822 232 3 7,088 9,829 16,917
1995 20,740 6,350 821 337 10 1 918 46 2 22,489 6,736 29,225
1996 9,480 4,527 102 956 3,482 218 4,470 279 4 17,534 5,984 23,518
1997 13,610 5,242 1,054 1,814 287 81 1,984 546 15 16,935 7,698 24,633
1998 7,049 4,142 188 1,910 1 0 1,923 542 23 9,161 6,617 15,778
1999 10,624 12,004 256 3,089 2,239 165 722 87 26 13,841 15,371 29,212
2000 15,445 9,132 2,401 2,782 2,902 216 1,024 72 29 21,772 12,231 34,003
2001 10,251 3,960 1,186 1,843 767 97 606 89 57 12,810 6,046 18,856
2002 9,310 4,878 932 1,527 1,366 344 555 162 61 12,162 6,971 19,133
2003 7,952 2,455 2,601 1,884 2,635 619 343 92 53 13,530 5,103 18,633
2004 6,785 7,314 773 1,717 6,375 2,519 40 20 78 13,973 11,648 25,621
2005 14,796 6,872 1,318 1,370 3,778 765 237 51 33 20,129 9,091 29,220
2006 9,828 4,350 1,012 1,150 8,791 1,136 89 9 26 19,720 6,671 26,391
2007 8,519 5,309 1,281 1,411 3,227 920 45 13 17 13,072 7,670 20,742
2008 11,885 5,304 1,743 123 981 3,706 701 75 19 17 17,409 7,144 24,553
2009 9,704 4,324 901 34 888 2,709 310 525 66 19 13,839 5,642 19,481
2010 5,941 2,459 1,128 68 409 5,731 2,015 95 28 10 12,895 4,990 17,885
2011 9,105 3,899 670 1 316 1,866 865 414 205 29 12,055 5,315 17,370
2012 4,101 1,999 1,406 16 213 5,280 1,388 516 144 14 11,303 3,774 15,077
2013 3,299 3,120 581 24 335 3,154 820 24 11,357
2014 6,089 3,488 1,199 112 483 4,862 828 12 17,073
2015 2,490 3,870 676 1 618 3,082 498 16 11,251
2016 3,944 4,368 559 469 480 2,709 724 18 13,271
2017
2018

4,131
1,859

4,863
4,347

670
511

73
25

415
381

3,643
2,482

937
546

14
20

14,746
10,171

02-04年の平均 8,015 4,882 1,435 1,709 3,459 1,161 313 91 64 13,222 7,907 21,129
02-04年の50%
（▲50%） 4,007 718 1,729 156 6,611
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